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1．はじめに　　　　　　　　　　  ▼

　信州大学（信大）は、長野県内5つのキャン

パスに、文理にわたる8つの学部、6つの研究

科を有する総合大学である。学部学生9,077名

の内訳は、文系2,666名、理系6,411名、大学

院生1,909名の内訳は、文系160名、理系1,749

名である。附属病院や先鋭領域融合研究群の研

究所が設置されており、理系に強い研究大学と

言えるだろう。それだけに、電子ジャーナル（EJ）

の購読は、教育・研究に必須の学術情報基盤を

いかに維持・強化するかという観点で、ここ

十数年課題であり続けてきた。一方、信大は

2007年に機関リポジトリ（IR）を公開し、研

究成果を広く国内外に発信してきた。科学研究

費補助金（科研費）を助成する日本学術振興会

（JSPS）がオープンアクセス（OA）を推奨して

いることを受け、近年は科研費の研究成果を重

点的にOA化している。

2．人文系の一研究者から
　　　学術情報の責任者になって

見えてきたEJ・OAの世界　▼

研究者の手に研究を取り戻す

電子ジャーナル、 オープンアクセスに関する信州大学の取組

　                                                                          　　　         　 　　　　       信州大学  副学長（学術情報担当）／附属図書館長　渡邉　匡一

信州大学  附属図書館管理課長／副館長（事務担当）　森　いづみ

特集 　学術情報流通基盤の変革を目指して －電子ジャーナル問題で疲弊する大学、 その解決策を探る－

　筆者（渡邉）は日本文学を専門とし、寺院が

所蔵する資料の悉皆調査を通じて学問の形成に

ついての文献学的研究を行っている。ごく一般

的な文系研究者からは、EJとOAは全く別の文

脈に位置するように見えていた。すなわち、「EJ

は理系の研究に不可欠なツールであり、研究大

学としては是が非でも購読費を確保し継続しな

ければならない」が、「OA、特にIRは社会に対

する大学の説明責任に有効なツールであり、研

究発表のメインルートにはならない」という認

識であった。いずれにせよ、図書館等の関係部

署が担ってくれるので、自ら積極的に関与する

ことはないと考えていた。

　ところが2015年10月、副学長（学術情報担

当）／附属図書館長になった後、全く違う様

相が見えてきた。EJの購読費が毎年5％程度上

昇する一方、運営費交付金は毎年1％のシーリ

ングが掛けられる。EJが大学予算を圧迫する

責任を問われ、「EJはなぜ値上がりを続けるの

か」「図書館長にもっと頑張っていただきたい」

と言われる立場になって初めて、世界と日本の

学術情報流通の歴史を勉強した。そして導き出

されたのが、「EJとOAは同じ文脈上にある、研

究者（アカデミア）自身の問題である」という
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結論だった。この問題の解決を目指す取組は、

本論のタイトルに据えたとおり「研究者の手に

研究を取り戻す」ことに他ならないと、今は確

信している。

3．EJ・OAが 「研究者自身の問題」 だ
という認識に至ったきっかけ▼

　きっかけは2つあった。1つは、OA運動の先

駆け、スティーブン・ハーナッドによる学術

出版システムの「転覆提案（The Subversive 

Proposal）」 1） 2）である。ハーナッドは、インター

ネットの普及という技術の進展と社会変化のも

と、商業出版社への対抗策として「研究者自ら

がネット上で学術論文をオープンにする」こと

を提案した。1994年、かれこれ25年も前のこ

とである。印刷媒体が主流だった時代から、学

術雑誌の高騰が「雑誌危機（シリアルズ・クラ

イシス）」として問題視されていた欧米では、

ハーナッド以来、世界の多くのアカデミアたち

がさまざまな取組を展開してきた。OAは、そ

もそもの始まりから、研究者による自発的な取

組だったのである。

　2つ目のきっかけは、共著者（森）との対話

である。2000年代半ば、日本でIRの構築が始

まった頃から、図書館は、学術情報流通の機能

不全とオープンアクセスによる健全化を目指す

世界的な動向について訴えてきたという。EJの

高騰で購読ができなくなれば、「研究成果を読

みたいのに、読めない」「研究成果を読んでほ

しいのに、読んでもらえず研究のインパクトが

上がらない」という負のスパイラルが生じる。

全ての研究者は"読み手"と"書き手"の両方の立

場を有するので、この問題はコインの表と裏で

ある。海外商業出版社への対抗策としてのOA

推進は、IRの目的の一つとして当初から明確に

語られてきた3）。しかし同時期、EJパッケージ

契約の恩恵で、読めるジャーナル数は飛躍的に

増加していた。為替レートの円高が続いた影響

で値上がり分が相殺されたこともあり、危機意

識は共有されず、OAを推進する目的や理念に

ついてのメッセージは、なかなか研究者に届か

なかった。

　ところが、2013年の購読契約の頃から為替

レートが円安に転じる。2004年の国立大学法

人化以来、10年分蓄積した運営費交付金の削

減で、大学予算は逼迫していた。「購読を中止

するならどのパッケージか」という議論が起こ

り、当時の学長選の争点ともなった。

　「EJが読めなければ研究ができないから困る」

「図書館や大学の責任で何とかしてくれ」とい

う研究者の声が大きくなった。2016年には、

円安のピークに加え、EJが「海外電気通信役務

課税」（消費税）の課税対象になるというダブ
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そのバランスが大きく崩れ、商業出版社の値上

げに歯止めがかからず、研究者の手から研究が

奪われかねない状況になっている。こうした事

態に陥った要因には、学会誌の発行、研究評価

の在り方まで含めて、研究に関わるさまざまな

プロセスを商業出版社に過度に頼ってきた研究

者にも責任の一端がある。「この問題の当事者

は研究者なのに、理解を得る努力がまだまだ足

りないのだろうか」という図書館職員の呟きが

きっかけとなって、「研究者自身の問題」に漸

く思い至ったのである。

　現在、状況はさらに複雑化している。商業出

版社への対抗策として生まれたOAの実現手段

には、IRや分野ごとのOAアーカイブ（PubMed 

Central、arXiv.org等）によるグリーン・ロー

ドと、OAジャーナルによるゴールド・ロード

があるが、ゴールド・ロードは皮肉にも新たな

ビジネスチャンスに通じ、OAジャーナルの急

激な増加を招いた4）。

　読者がコストを賄う購読モデルの経費が年々

ルパンチもあった。この間、信大のEJ及びデー

タベース（DB）の契約額は図1のとおり推移し

ている。数年後の予測額は限界を越えようとし

ており、まさに「シリアルズ・クライシス」の

縮図が進行しつつある。

　研究者の”読む・書く”という営みは、いわゆ

る“Circle of Gifts（「贈与の円環」）”という、研

究者、学会（出版社）、図書館の三者による営

利目的によらない関係性で維持・発展してきた。

図 2　信州大学における EJ 購読費と APC 費の試算
（金額は割愛）

図 1　信州大学における電子ジャーナル・データベース契約額の推移（金額は割愛）
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値上がりし、大学予算を圧迫しているのに加え

て、著者が論文出版料（APC）を支払うOAモ

デルの経費が年々増え、個々の研究者の研究費

を圧迫しつつある。その状況を図2に示した。「研

究成果を世に出したいのに、APCが払えず発表

できない」という事態になれば、結果的に日本

の研究力・国際競争力が著しく低下することは

免れない5）。

4．図書館長としての取組：
国大図協での働きかけ　▼

　ところで皆さんは、国立大学図書館協会（国

大図協）をご存知だろうか。国大図協は、早い

段階からシンポジウムの開催や声明を通じて、

問題提起を行ってきた6）。2011年には、国立情

報学研究所（NII）と国大図協を含む国公私立

大学図書館協力委員会との連携体制の下、大学

図書館コンソーシアム連合（JUSTICE） 7）を設

立し、出版社から有利な契約条件を引き出す交

渉役として、精力的に活動してきた。信大から

も、雑誌契約担当の職員がJUSTICEの作業部会

に参加している。

　文部科学省（文科省）に設置された「ジャー

ナル問題に関する検討会」でも、国大図協の

関係者が中心的な役割を果たし、2014年8月

に報告書『大学等におけるジャーナル環境の整

備と我が国のジャーナルの発信力強化の在り方

について』 8）を発行した。要旨は次のとおりで

ある。学術誌は「研究の推進においても、研究

成果の社会での応用を実現する上でも不可欠の

情報資源」である。しかし我が国では「学協会

は細分化する傾向が強く、運営体制も脆弱であ

り、ジャーナルの刊行・流通を海外の有力出版

社に依存しているケースが多い」。一方、「研究

成果は論文の被引用数や掲載されたジャーナル

によって評価される傾向があることから、研究

者は海外を中心とした国際的なジャーナルに研

究成果を投稿せざるを得ない」。このような状

況から「日本のジャーナル強化とともに海外

ジャーナルの国内利用環境の整備は、半世紀に

わたって、学術情報基盤構築の最も重要な政

策的課題の一つとしてあり続けた」。各大学で

は「ジャーナル価格の継続的な上昇、包括的購

読契約への依存に伴う予算の硬直化、為替変動

（円安）に伴う購読経費の急増、さらに、海外

からの電子的サービスに対する消費税課税の可

能性が高まり、現在のジャーナルへのアクセス

環境の維持は予算的に極めて難しくなってきて

いる」。

　以上の構造的問題・危機的状況を踏まえ、「購

読予算の増額以外の方法で、学術情報資源とし

て重要なジャーナルを長期的にどのように維持

及び発展させていくかを本質的に考え直す時期

にきている」と結論付けている。

　このような活動実績から学びつつ、筆者は

2016年度の国大図協総会に初参加した。新参

者が意見を出すことに躊躇はあったが、当時

のJUSITCE事務局長から「館長の任期は長くな

いので、言いたいことはすぐに言った方が良い

です」と背中を押してもらい、「問題を共有し、

アクションを起こそう」と、全国の図書館長た

ちに呼びかける決意をした。

　最初の試みは、2016年に第66回国立大学工

学部長会議が発出した要望書「電子ジャーナル

価格高騰化に対する予算措置について」を総会

会場で配布したことである。信大の繊維学部長

が当番校として取りまとめを行った関係で、い
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ち早く情報を得ることができたためである。折

しも、海外EJが消費税の対象になることが問題

となった時期で、当該要望書がEJ経費を各大学

へ補填するきっかけの一つになったのではない

かと想像を逞しくしている。

　2017年には、筆者が所属する人文学部の学

部長に掛け合い、2017年度国立大学法人17大

学人文系学部長会議の承合事項に「電子ジャー

ナル問題への対応状況と課題」を出してもらっ

た。このことを2017年度の国大図協の総会で

報告したところ、当時の熊本大学附属図書館

長がご自身の所属学部である理学部長に相談さ

れ、2018年第36回国立大学法人理学部長会議

の承合事項として「電子ジャーナル経費の高騰

に伴う契約の継続について」を挙げるよう働き

かけてくださったそうである。後になってこの

話を聞き、ずいぶん勇気付けられた。

5．学術情報担当副学長としての取組：
全国農学系学部長会議への働きかけ ▼

　役員会や教育研究評議会は、各理事や学部長

の先生方と意見交換ができる、貴重な場である。

2018年、農学部長とEJについて懇談したとこ

ろ、第138回全国農学系学部長会議の承合事項

として「電子ジャーナルの価格高騰化への対応

について」のアンケートを実施することになっ

た。アンケートの作成と集計は信大図書館が担

当した。

　76会員中73件の回答（回答率：96%）があり、

以下の結果が得られた。

・過去5年間にEJ或いはDBの中止をした件数：

56件（77%）

・見直し検討を行っている件数：53件（73%）

・中止の影響があると答えた件数：69件（95%）

　各大学にとって、EJ問題が極めて重大であ

ることは明らかである。特に教育・研究環境

への影響は深刻で、「グローバルな環境での研

究競争力の低下」、「学術分野間や大学間の情報

格差の拡大」、「自由な学問の阻害」、「自発的な

学びの姿勢の養成を妨げるおそれ」、「優秀な研

究者の流出」といった指摘があった。さらに、

「一機関での自助努力では限界」があることや

「JUSTICEや国立大学協会（国大協）などの全

国レベルでの対策」、「中期的には電子ジャーナ

ル整備費の増額」、「長期的にはオープンアクセ

スのさらなる推進」が必要という意見に加え、

「オープンアクセスもビジネスモデルであり、

購読モデルとオープンアクセスの両方を併せた

価格交渉が必要」という意見も見られた。

　この結果を受け、中期的な方策として必要な

「予算措置」にかかる「要望書」を提出するこ

とが第139回の協議事項で承認された。提出前

に、会長が文科省の関係部署に事前の相談を行

い、以下のアドバイスを受けたとのことである。

・日本学術会議や国大協で総合的な議論が行わ

れる動きがあること。

・新たな予算措置の支援と非課税措置の件につ

いては、現状では難しいと思われること。

・論文の"書き手"でもあり、"読み手"でもある研

究者のコミュニティとして、現状の課題を踏

まえた上で、今後の安定的な学術情報流通に

何が必要かという視点からの要望が望ましい

のではないか。

　これらを踏まえた修正を経て、2019年2月、

全国農学系学部長会議会長名で「電子ジャーナ
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ル等の購読価格高騰化とオープンアクセス化に

対する予算措置に係る要望書」が文科省の関係

部署に提出されたのである。

　昨今の厳しい財政状況に鑑みれば、「要望書

を出せば予算が措置される」という楽観論は到

底通用しないだろう。しかし、研究分野を代表

する各大学の学部長が、大学横断的に課題を共

有する場において、具体的なアクションを起こ

すことができたのは、次の展開に繋がる大きな

一歩であったと思う。関係者に、深く感謝と敬

意を表したい。

6．信大内での取組：
電子ジャーナル等あり方検討部会▼

　2018年7月、EJ・OAの問題に取組む場として、

各学部図書館長、副館長から構成される学術情

報・図書館委員会の下に「電子ジャーナル等あ

り方検討部会」を立ち上げた。

　部会員は、理学部、医学部、工学部、繊維学

部の各委員に、人文学部の筆者、複数の図書館

職員が加わった。2019年からは研究助成機関

の経験を有する副学長にも参画してもらってい

る。過去の経緯を知るメンバーも多く、「信大

の教育・研究環境を守りたい」という意思を共

有する、同志のような間柄である。いたずらに

混乱を招かないよう、各研究者に当事者として

の現状認識と意識改革を促したうえで、「信大

の教育・研究環境としての学術情報基盤はどう

あるべきか」を考えてもらうことが重要だとい

う方向性で一致した。具体的な活動内容は以下

のとおりである。

1）教職員・大学院生を対象としたアンケート

を実施する。

・単にEJ購読の継続の要否を問うのではな

く、必要経費の額を知ったうえで、負担

のあり方やOAの動向・考え方も含め、学

術情報流通全般について問う内容とする。

・アンケートの趣旨を理解したうえで回答

できるよう、事前説明会を開催する。

2）複数年契約の切れ目となる2020年度以降の

方針案を2019年度中に策定する。

3）JUSTICE等、学外の連携活動に協力する。

7．信大内での取組：
アンケートと事前説明会　▼

　アンケートの期間は2018年12月～ 2019年

3月で、教職員・大学院生を対象に、オンライ

ンで実施した。期間が長いのは、各学部で説明

会を行った後に回答してもらうためである。質

疑応答の内容を次の学部での説明に取り入れつ

つ、「研究者の手に研究を取り戻す」ために「研

究者が考えなければならないこと」について問

いかけた。各学部の協力が得られ、教授会の前

後やFD研修の一環に位置付けられたおかげで、

比較的多くの研究者に参加してもらうことがで

きた。

　回答数は621件（うち教員471件、職員83件、

大学院生67件）で、教員の回答率は45.5％だっ

た。アンケート項目は18項目で、15分程度で

回答できることを目安にした。EJ購読に関する

事項は、「EJの利用頻度」、「購読中のEJで必要

な文献が入手できているか」、「必要な文献が入

手できない理由」、「EJの購読を中止した場合の

研究・教育への影響度」「購読にかかる経費負担」

等の8項目である。OAに関する事項は、「過去

5年間にAPCを支払った経験の有無」、「論文OA
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化の手段やコストの賄い方」、「IRの活用度」等、

4項目を設けた。さらにDBの利用頻度やEJの過

去分（バックファイル）の必要性等も問いに含

めた。

　アンケートの結果は、学部ごとの集計のほか、

①「購読中のEJで必要な文献が入手できている

か」、②「APC支払い経験の有無」、③「教授、

准教授、助教」といった立場別でクロス集計を

行った。その結果、以下の特徴が見られた。

・理系学部では研究に必要な文献が「一部入手

できていない」が最も多く、その理由は「本

学で購読していない」が多い。全てが入手で

きるわけではないが、共通経費で購読してい

るEJ購読中止については「非常に影響があ

る」、教育・研究環境の整備におけるEJ・DB

の充実度については「非常に重要視してい

る」が多い。また、APC支払い経験者は理系

に多いが、コストをどう賄うかについては、

経験の有無や文系理系に関わらず「大学や助

成機関」への期待値が高く、OAの実現方策は

「J-STAGEの活用」や「IR」への期待値が高かっ

た。

・文系学部では「ほとんど入手不可」の比率が

高い。理由は「本学で購読していない」が最

も多いが、「冊子刊行のみ」という理由も特

徴的である。EJを利用しない学部でも、EJ・

DBの充実度に関して「重要視している」が8

割を超え、教育・研究環境としての学術情報

基盤の整備が、分野を越えて支持されている

ことがわかる。一方経費負担は、文系理系に

関わらず2割程度から、価格上昇分を外部資

金（間接経費等）で賄うことに前向きな意見

があった。

・立場別での集計では、教授・准教授はある程

度自ら必要な文献を入手する手段を有してい

るが、助教は「影響度」や「重要性」が特に

大きいという特徴が見られた。この傾向は大

学院生と類似しており、若手研究者の研究環

境や学生の教育環境としての重要性を改めて

確認することになった。

　自由記述欄にも多くの意見が寄せられた。特

徴的なものをいくつか例示する。

・研究環境の観点（EJの購読維持は不要という

立場）：

「契約している予算は直ちに削減、または打ち

切りにした方が良い。必要な論文はResearch 

Gate9） で直接著者に依頼するか、（Pay per 

viewなどで）購入するほうが全体として安く

すむと思う。一方、ジャーナルの運営をどの

ように維持するかは学術界の重要な課題。過

渡期にあると思うので、柔軟に対応すること

が大事」

・研究環境の観点（EJの購読維持が必要という

立場）：

「最先端のみならず、学術情報に自由にアク

セスすることは、学問の進展にとって必要不

可欠。そのための経費を削減することは、高

等教育及び高等研究機関である大学にとっ

て、自らの役割を放棄することと同じである

と考える。ぜひ、今までどおりのアクセスの

自由を確保していただきたい」

・教育環境の観点：

「授業にて論文を検索、選択し、読んでまと

める課題を出しており、専門分野の海外EJが

読めないのは質・量の両面の観点から非常に

つらい。学生が研究室配属前にどのような研

究を行いたいかの決め手にもなる。是非とも
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必要な海外EJを購読してほしい」「パッケー

ジ契約の中止に備えるには、学生にリポジト

リの重要性を教え、出版社よりも著者のサイ

トに効率良くアクセスするノウハウの習得が

必要と思われる」

・研究者（アカデミア）としての責任やOAの意

義に言及する意見：

「研究活動とは、専門家の集まる学会活動で

切磋琢磨し、その学会誌に論文を投稿するこ

と。したがって、論文に関してはそれを専門

に扱っている学会が責任を持って専門誌（EJ・

DB）を発行すべき。研究者はそれを最大限尊

重すべき。商業誌の作った指標に踊らされて

いるのではないか」「どんなシステムもラン

ニングコストがかかるので、一定の金額の負

担は仕方がない。ただ、学術活動は人類全体

の公益に繋がるという理解の上で、お互いに

共存できる形の運用体制を引き続き見直して

ほしい」「公的資金での研究はやはり可能な

限りオープンにすべきで、そのための経費は

必要最低限になるようにアカデミア全体で考

えていくべきだと思う」。

　アンケートの結果から、一人ひとりの研究

者がEJ・OAを「自身の問題」と捉え、真剣に

考えてもらうきっかけにするという当初の目的

は、一定程度は果たされたと考えている。大学

の経営層（経営企画担当、研究担当、財務担当、

特命戦略担当の理事・副学長）及び関連する事

務組織の管理職・現場担当者とも懇談の場を複

数回設定し、国内外の動向やアンケートの結果

を共有し、意見交換を行ってきた。この結果を

踏まえ、2019年度内に、信大としての今後の

方針案を策定する予定である。

8．人文系の一研究者としての取組：
古くて新しい学会誌OA化問題▼

　筆者は、EJの購読問題を考える過程で、商業

出版社への対抗策として生まれたOA運動の歴

史を知った。「シリアルズ・クライシス」を食

い止めるにはOAへの転換は必須であり、新た

なビジネスモデルの試行と共に、IRを活用した

グリーンOAの推進も含めて、多様な方策を展

開する必要があるだろう。翻って、自らが属す

る人文系の研究成果の公開状況はどうか。人文

系は、商業出版社への対抗策でOA化を迫られ

ることはない。このため、文系学部で説明会を

行う際、いかに「自身の問題」と捉えてもらう

か苦心した。EJの購読問題からは外れるが、研

究者の責務としてのOAの本質について述べた

い。

　2019年の年明け、世間は天皇の代替わりや

改元の話題で盛り上がり、筆者には『古事記』

に関する講演依頼が複数舞い込んだ。ところが

ネット上の情報を探すと、講演での使用に耐え

得る根拠のある情報は、検索エンジンの上位に

全くと言っていいほど出てこなかった。CiNii

という国内論文検索サイトをキーワードに足せ

ば、論文リストは出てくる。しかし、本文への

リンクがほとんど現れない状況に危機感を覚え

た。社会からの視認性の低さが、「文系の学問

分野は役に立たない」という指摘の遠因になる

ことが容易に想像される上に、次世代を担う学

生・研究者が育つ環境が作れていないことに他

ならないからである。知識基盤社会においては、

学会内で交流し、学会誌で研究成果を共有する

という閉じたサークルで活動するだけでは、研
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究者の責務を果たしているとは言えない。研究

成果を広く公開してこそ、研究分野の発展と人

類社会への貢献が可能になるのである。

　紀要はIRによる公開が進んでいるが、学会誌

はOAポリシーがはっきりしないためIRでの論

文公開は進まず、J-STAGEによるOAジャーナル

化も未だ一部の学会に限られる。その最も大き

な要因の一つが、論文で使われている図版等の

所有権や著作権の問題だと思われる。筆者が属

するいくつかの学会では、権利処理の問題が解

決できないため、OA化の検討はするものの踏

み切れないまま堂々巡りをしている。OA化が

決まっても、権利処理は個々の研究者に委ねら

れるため、処理が難しければ図版等が白抜きに

なるケースも多い。この状況を放置すれば、権

利処理が必要な素材を扱う研究そのものが衰退

してしまう恐れがある。OA化の推進が研究を

阻害するようでは、本末転倒である。

　そこで、信大図書館に協力してもらい、自分

の論文を素材にして「どのような権利処理が必

要なのか」を法的・分野の慣行的な観点から検

証してもらう取組を始めた。一研究者の責務と

して、ボトムアップでノウハウの蓄積や共有を

進めたいと考えている。また、人文系の研究者

に対して、所属する学会でも検討するよう、呼

びかけている。しかし、日本に関する研究成果

を世界に発信し、存在感を高めるためには、「研

究目的の場合には権利処理が簡略化できる」と

いった、トップダウンの施策も必要だろう。

9．おわりに：
研究者の手に研究を取り戻すために▼

　現時点では、研究成果の共有はEJの購読に拠

るところが大きく、EJの購読中止が教育・研究

基盤の崩壊に繋がりかねない。しかし、研究者

が"読み手"の立場で「EJが読めないと困る」と

言うだけでは、問題は解決しない。なぜ「読め

ない」状況が生じるのかという因果関係を見極

め、根本的な解決を図る必要があり、その方策

の一つが「購読モデルからOAモデルへの転換」

である。過渡期には購読と出版のコストを組み

合わせたビジネスモデルの実現が求められる

が、将来的には、各研究分野に適したアカデミ

ア主導の持続可能なエコシステムが構築される

ことが望ましい10）。一方で、研究者が論文を投

稿する際、評価の観点は無視できない。OAの

理念には賛同しても、評価を海外商業出版社に

拠らざるを得ない状況が続けば、学術情報流通

の健全化は望めない。グローバル・スタンダー

ドに配慮しつつも、評価のあり方の見直しを含

めて、この問題に関わる全てのステークホル

ダーが、それぞれの立場で取り組む必要がある

だろう。

・国としての取組：教育・研究環境としての学

術情報基盤（EJに留まらない、OAも含めた基

盤）の整備に向け、評価や予算のあり方の見

直しを含めた検討に期待したい。

・大学としての取組：教育・研究環境に必須の

学術情報基盤を持続的に整備・強化するため、

大学執行部、図書館長、各学部、担当部署が

連携しつつ、それぞれの役割を果たす必要が

ある。

・研究者としての取組：個別の研究者（読者・

著者）としての役割、学会の運営や学会誌編

集者としての役割を果たす必要がある。研究

者自らの活動があってはじめて、国や大学は

動けるのである。
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　我々研究者は、アカデミアの自負と責任を

もって、自ら自由な教育・研究環境を作り、人

類社会に寄与するため、誰もが研究成果を見

られるOAを妥当なコストで進めていく必要が

ある。それが、「研究者の手に研究を取り戻す」

ことだと考える。昨今は、論文投稿の際に、研

究データの提出を求められるケースが増えてい

ると聞く。EJと同様の問題を引き起こさないた

めにも、OAとともに、オープンサイエンス・オー

プンデータを推進する必要があるだろう11）。信

大では、2019年8月、学術情報・図書館委員会

の下に「オープンサイエンス推進部会」を立ち

上げ、検討を開始した。

　筆者は、人文系の一研究者、図書館長、学術

情報担当副学長として、さまざまな試行錯誤を

してきた。こうした動きをさらに大きなムーブ

メントにしていくことも可能ではないだろう

か。皆さんが、「自分の分野（大学）でもやっ

てみよう」と思っていただけたら幸いである。

多くの分野・立場から、自発的な活動が生まれ

てくることを期待している。
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